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ワクチン接種に係る人材確保について

資料１



国内の新型コロナワクチンの接種状況

１



自治体における接種体制の構築状況（９月末現在）

２

回答自治体数
（へき地）

回答自治体数
（へき地以外）

計

特設会場を設置している
自治体

７３４自治体
（６５．２％）

４５６自治体
（７４．０％）

１１９０自治体
（６８．４％）

医療機関で集団接種を行う
自治体

３５４自治体
（３１．５％）

１８７自治体
（３０．４％）

５４１自治体
（３１．１％）

医療機関で個別接種を行う
自治体

７７３自治体
（６８．７％）

４１５自治体
（６７．３％）

１１８８自治体
（６８．２％）

（注）（ ）内は全自治体数（へき地：1125自治体、へき地以外：616自治体、計：1741自治体）に占める割合



新型コロナワクチン接種会場での看護師の確保状況（９月末現在）

３

接種会場での
看護師の確保方法

＜へき地＞
回答自治体数

【看護師の確保数】

＜へき地以外＞
回答自治体数

【看護師の確保数】
計

（１）自治体又は委託業者
が直接雇用する

７６１自治体
（６７．６％）

【３６,０３０人】

４２２自治体
（６８．５％）

【６６,９４０人】

１１８３自治体
（６７．９％）

【１０２,９７０人】

（２）医師会や管内医療機
関等から看護師を出しても
らう

７９５自治体
（７０．７％）

【９５,３７４人】

４７８自治体
（７７．６％）

【２８９,９６３人】

１２７３自治体
（７３．１％）

【３８５,３３７人】

（３）自治体又は委託業者
が人材派遣会社から人材派
遣を受ける

９９自治体
（８．８％）

【３,１４０人】

１２０自治体
（１９．５％）

【２１,６８４人】

２１９自治体
（１２．６％）

【２４,８２４人】

（４）自治体の保健師や退
職した保健師を活用する

３９１自治体
（３４．８％）
【５,４２４人】

１９５自治体
（３１．７%）
【４,２５７人】

５８６自治体
（３３．７％）
【９,６８１人】

（注）（ ）内は全自治体数（へき地：1125自治体、へき地以外：616自治体、計：1741自治体）に占める割合



直接雇用の場合の採用ルート

看護師を直接雇用したと回答した１,１８３自治体の採用ルートは次の通り。

直接雇用の際の採用ルート 回答自治体数

ハローワーク １９２自治体

都道府県看護協会のナースセンター １８９自治体

民間職業紹介会社 ９３自治体

自治体ホームページでの募集 ２８４自治体

その他 ８０８自治体

※「その他」は、他事業で協力を得た看護師や退職した看護師に声がけ、市の医師会から推薦してもらう、
管内医療機関に募集のチラシを配布する、民間の採用管理システムを活用するなど。

４



労働者派遣で勤務する看護師からの相談等

５

○300人以上の看護師を労働者派遣で確保していると回答した12自治体に聞き取りをしたところ、
２自治体から現場で看護師からの相談等があったとの回答があった。具体的な内容は次の通り。

 前日までに予約が埋まらなかったり、当日急なキャンセルが生じたことで、やむを得ず、前日又は当日
に勤務時間を変更せざるを得ない状況が生じた（例えば６時間勤務を予定していたが、４時間に変更す
るなど）。こうした状況が生じた場合、自治体から派遣会社に連絡したが、派遣会社から勤務予定の看
護師に情報が伝わらないケースがあった（その後改善）。

 当初、休憩時間や人員配置について、どこまで現場で細かく指示すべきかについて、自治体側の認識に

不十分な面があった（その後改善）。

○同じ12自治体に、12月上旬現在の労働者派遣での看護師の確保の有無と今後の活用の有無について、
選択式で回答を求めたところ、次の通り、今後も活用したいとの意向が示された。

回答 自治体数

現在人材派遣を受けており、今後も受ける予定がある ９自治体

現在人材派遣を受けているが、今後は受ける予定がない ０自治体

現在人材派遣を受けていないが、今後受ける予定がある ３自治体

現在人材派遣を受けておらず、今後も受ける予定がない ０自治体

看護師からの相談

現在の活用状況と今後の方針



６

予防接種・ワクチン分科会の議論を踏まえた追加接種の実施と
特例臨時接種の期間の延長

 11月15日の厚生科学審議会予防接種・ワクチン分科会での議論を経て、ファイザー社のワクチンを
用いて12月１日から追加接種が開始された。12月17日にモデルナ社のワクチンも予防接種法の追加
接種に使用するワクチンとして位置づけられた。

（１）追加接種（３回目接種）について

（２）接種の期間について

現行の期間（令和４年２月28日まで）を延長し、令和４年９月30日までとする。



追加接種の対象となる人数（18歳以上人口）

７

（A）市町村数 （B）1８歳以上人口（※） （B）／（A）

へき地 １,１２５市町村 ４,５０１万人 ４．０万人

へき地以外 ６１６市町村 ６,１０９万人 ９．９万人

全体 １,７４１自治体 １０,６１０万人 ６．１万人

（※）18歳以上人口は総務省が公表している「令和３年住民基本台帳年齢階級別人口（市区町村別）」による。
18・19歳人口は、15～19歳人口を５分の２したものを使用。



追加接種の対象者数

（単位：万人）

２回目接種完了から原則８か月後に追加接種が行われることを前提とした各月の接種予定者数は次の通り。

８

表の更新後

追加接種のタイミング
（２回目接種時期）

R3.12月
（R3.3月,4月）

R4.1月
（R3.5月）

R4.2月
（R3.6月）

R4.3月
（R3.7月）

R4.4月
（R3.8月）

R4.5月
（R3.9月）

R4.6月
（R3.10月）

対
象
者
（
万
人
）

医療従事者等

（約576）
104 200 183 89

高齢者

（約3,251）
61 1,160 1,624 313 58 35

一般

（約4,479）
42 73 435 1,194 1,462 1,273

職域

（約1,071）
168 500 155 248

計 104 303 1,416 2,316 2,007 1,675 1,556



第６波への備えと日常生活の回復に向けた緊急提言（令和３年11月21日
全国知事会）（抄）

９

２．ワクチン接種の円滑な実施について
（１）追加接種（３回目接種）の実施に向けた取組

追加接種（３回目接種）については、２回目接種後原則８か月以上（少なくとも６か月以
上）経過した18歳以上の方を対象に実施する方針とされたが、詳細部分はまだ結論が出ていない内
容もあるため、以下の項目について実務を担う自治体の意見を踏まえながら早急に検討を進め、見解
を示すこと。
・１・２回目と同様に人材確保が課題となるため、へき地以外への看護師、准看護師の労働派遣を
可能とする省令の期間延長を検討すること。


